













































と実務」 （信山社出版、 2"5年) 239頁参照。












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































'6 ｢2019年度(2018年度統計） 自動車保険の概況」 （損害保険料率算出機構、 2020年4月）
143頁参照。対人賠償保険の加入率は74.8%、対人賠償共済の加入率は13.8%とされる。
17人身傷害保険．共済の加入率は、対人賠償保険．共済の加入率を5%程度下回る。
'8平成22年4月1日付自賠法改正。
[|野一成：弁護士の憤務不履行黄任と弁護士賠悩i!『任保険金請求の可否 341
を含めて算入した額に対してそのまま弁護士報酬を算定すべきではないと考
えられる。
すなわち、本件では、自賠責保険の被害者請求権の時効を迎えたのは、弁
護士報酬の請求額との関係性があったのではないかと推察されるが、被害者
保護の観点から、弁護士はその報酬の算定に当たり、 自賠責認容額を損害賠
償額から控除して算定すべきではないかと考えられる。また、本件のように
被害者請求権が時効を迎えないように、債権確保の観点からも時効中断の手
続きに留意する必要性が認められる。
万一、被害請求権の時効を迎えたとしても、最判昭和56年3月24日民集35
巻2号271頁は、 自賠責保険金請求権につき転付命令が申請された場合の取
扱いについて判示しており、そのような対応を行うことで、被害者救済が実
現できることを改めて認識されるべきであろう190
(筆者は、鹿児島国際大学経済学部准教授）
19全国弁護士協同組合連合会編「弁護士賠償責任保険の解説と邪例【第6集】」 （全弁協、
2020年）85頁参照。同書において、 「被害者請求権の時効消滅」の事例を紹介している
が、 コメント柵において、 「被害者請求権の時効管理の徹底が第一であることはいうま
でもないが、万一時効が完成したとしても上記のような批筈回復の手段（加害者に対
する狽審賠償請求権に基づく強制執行において加害者諦求権につき転付命令を受ける
ことにより、加害者の自賠責保険から回収できることになる）があることは押さえて
おくべきであろう」としている。
